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概要

WTOセーフガード協定において輸出自主規制が禁止されたことは、ウルグアイ・ラウンドにおける主要な成果の一つに挙げられる。しかしながら、WTO体制下においても、輸出を自主的に抑制するような手段によって貿易紛争が妥結されたケースが見られる。本報告では、WTO体制下においてもセーフガード発動の脅威が輸出国から輸出自主規制を引き出せ得るのかどうかについて政治経済学的な観点から検討する。

まず、簡単な政治経済学的な理論モデルを用いて、セーフガードと輸出自主規制の関係を分析する。理論分析により、(1)輸出国の数が多すぎない、(2)セーフガードが発動される可能性が高すぎない、そして、(3)輸出を急増させた輸出国において生産コスト削減の効果が非常に大きなものではない場合、政治的に慎重な対応が求められる財に対してセーフガードを発動しようとする輸入国政府の動きは、輸出を急増させた国に自らの輸出を自主的に抑制させ得ることを示される。

次に、日中間の野菜貿易を事例として取り上げ、2001年に日本において野菜に対するセーフガード発動の気運が高まったが、こうしたセーフガード発動の可能性の高まりが、中国の生産者にとって脅威となって輸出自主規制を引き出せたのかどうかということについて実証分析を行う。分析によって、政治的な理由からセーフガードが発動される見込みの高い野菜の貿易において、セーフガード発動の脅威が中国側から輸出自主規制を引き出した疑いが強いということが分かった。この実証分析の結果は、現行のＷＴＯルールにも保護主義的要求に応えるための抜け道があるということを示している。今後は、もう一つの抜け道であるアンチダンピング関税についても併せて考えながら、ＷＴＯルールをどう改革していけばよいのか考察する必要があろう。
